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山口県地域防災計画（震災対策編）新旧対照表 
現 行 修 正 案  備 考 

第１編 総則 
 第１章 計画の方針 

第４節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び県民・事業所のとるべき措置 

３ 指定地方行政機関（１－１－６） 

機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

中国四国農政局 

 

１  災害時における食料の供給に係る体制の整備に関すること。 

２  海岸保全施設整備事業、農地防災事業及び地すべり防止対策事業による農地、農業用

施設の防護に関すること。 

３  自ら管理又は運営する施設設備の整備に関すること。 

４  農林関係金融機関に対して金融業務の円滑な実施のための指導に関すること。 

５  防災上整備すべき地すべり防止施設、農業用排水施設並びに農地の保全に係る海岸保

全施設等の整備に関すること。 

６  営農資材の供給、病害虫防除所及び家畜保健衛生所の被害状況の把握に関すること。 

７  農地、農業用施設、海岸保全施設、地すべり防止施設及び農業共同利用施設について

災害復旧計画の樹立に関すること。 

８  被災農林漁業者に対する天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫

定措置法に基づく経営資金等、農林漁業金融公庫の資金等の融資に関すること。 

９  所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達に関すること。 

（略） （略） 

 

中国地方測量部 

 

 

１ 地理空間情報の活用に関すること。 

２ 防災関連情報の活用に関すること。 

３ 地理情報システムの活用に関すること。 

４ 復旧測量等の実施に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 災害予防計画 
 第１章 防災思想の普及啓発 

  第２節 防災知識の普及啓発 

   第１項 県 

    ４ 県民に対する普及啓発（２－１－３） 

     (1) 家庭での予防・安全対策 

      ア ハザードマップ等を用いた災害リスクの確認 

イ 災害リスクを踏まえた避難行動や避難先の確認 

ウ ２～３日分の食料、飲料水等の備蓄 

エ 非常持出し品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備 

オ 家具等の転倒防止対策 

カ 消火器の普及 

キ 保険・共済等への加入 

 

第１編 総則 
 第１章 計画の方針 

第４節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び県民・事業所のとるべき措置 

３ 指定地方行政機関（１－１－６） 

機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

中国四国農政局 

 

１  災害時における食料の供給に係る体制の整備に関すること。 

２  海岸保全施設整備事業、農地防災事業及び地すべり防止対策事業による農地、農業用

施設の防護に関すること。 

３  自ら管理又は運営する施設設備の整備に関すること。 

４  農林関係金融機関に対して金融業務の円滑な実施のための指導に関すること。 

５  防災上整備すべき地すべり防止施設、農業用排水施設並びに農地の保全に係る海岸保

全施設等の整備に関すること。 

６  営農資材の供給、病害虫防除所及び家畜保健衛生所の被害状況の把握に関すること。 

７  農地、農業用施設、海岸保全施設、地すべり防止施設及び農業共同利用施設について

災害復旧計画の樹立に関すること。 

８  被災農林漁業者に対する天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫

定措置法に基づく経営資金等、日本政策金融公庫の資金等の融資に関すること。 

９  所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達に関すること。 

（略） （略） 

 

中国地方測量部 

 

 

１ 災害情報の収集及び伝達における地理空間情報活用の支援・協力に関すること。 

２ 防災情報及び災害復旧・復興に資する地理空間情報の提供と活用支援・協力に関す

ること。 

３ 災害復旧・復興に伴う公共測量への技術的助言及び審査に関すること。 

４ （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 災害予防計画 
 １章 防災思想の普及啓発 

  第２節 防災知識の普及啓発 

   第１項 県 

    ４ 県民に対する普及啓発（２－１－３） 

     (1) 家庭での予防・安全対策 

      ア ハザードマップ等を用いた災害リスクの確認 

イ 災害リスクを踏まえた避難行動や避難先の確認 

ウ ２～３日分の食料、飲料水等の備蓄 

エ 非常持出し品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備 

オ 家具等の転倒防止対策 

カ 消火器の普及 

キ 保険・共済等への加入（地震保険等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務省からの

指摘に伴う修

正 
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現 行 修 正 案  備 考 

第５章 建築物・公共土木施設等の耐震化 

  第１節 建築物の耐震化 

   第２項 県所有建築物等の耐震化（２－５－２） 

    １ 防災上重要な建築物の耐震化 

      防災上重要な建築物 

     (1) 災害対策本部組織が設置される施設（県庁舎、総合庁舎等） 

   (2) 医療救護活動施設（健康福祉センター（環境保健所）等） 

   (3) 応急対策活動施設（警察署、土木（建築）事務所、健康福祉センター（福祉事務所）等） 

      (4) 避難収容施設（県立学校等） 

   (5) 社会福祉施設等（児童・障害・老人福祉施設等） 

   (6) 不特定多数の者が利用する施設・ライフライン関係施設・危険物取扱い施設（社会教育施設、発電所等） 

 

第４節 河川、海岸、港湾・漁港、砂防設備及び治山施設等の耐震性の確保 

第５項 治山施設（２－５－７） 

 山腹崩壊地及び山腹崩壊危険地に対しては、土留工等の基礎工を施工し、山腹斜面の早期緑化を図り、山腹崩壊によ 

る被害を未然に防止する。 

廃渓流等に対しては治山ダム工等を施工し、土石流及び渓床、渓岸の荒廃を防止し、渓流の安定及び 山脚の固定を 

図り、流出土砂による被害を未然に防止する。 

また、既設工作物に対しては、点検を行い適切な施設の維持管理に努める。 

 

  第８章 災害応急体制の整備 

   第１節 職員の体制 

    第１項 県 

     １ 配備体制 

      (1) 災害対策本部未設置（２－８－２） 

配備基準 配備体制 
本庁 

出先機関及び市町 職員配備基準 
配備課 人数 

震度４の地震発生 警戒体制 （略） （略） （震度４を感知した市町ま

たはダムを所管する関係出

先機関） 

・土木（建築）事務所 

・港湾管理事務所 

・錦川総合開発事務所 

・ダム管理事務所 

・山口宇部空港事務所 

・西部利水事務所 

・東部発電事務所 

・工業用水道事務所 

 

(震度４を感知した市町) 

あらかじめ所

属長が指名し

た職員 

津波注意報 （関係市町を所管する関係

出先機関） 

・農林水産事務所 

・下関農林事務所 

・下関水産振興局       

・土木（建築）事務所 

・港湾管理事務所   

第５章 建築物・公共土木施設等の耐震化 

第１節 建築物の耐震化 

   第２項 県所有建築物等の耐震化（２－５－２） 

    １ 防災上重要な建築物の耐震化 

      防災上重要な建築物 

     (1) 災害対策本部組織が設置される施設（県庁舎、総合庁舎等） 

   (2) 医療救護活動施設（健康福祉センター（環境保健所）等） 

   (3) 応急対策活動施設（警察署、土木建築事務所、健康福祉センター（福祉事務所）等） 

      (4) 避難収容施設（県立学校等） 

   (5) 社会福祉施設等（児童・障害・老人福祉施設等） 

   (6) 不特定多数の者が利用する施設・ライフライン関係施設・危険物取扱い施設（社会教育施設、発電所等） 

 

第４節 河川、海岸、港湾・漁港、砂防設備及び治山施設等の耐震性の確保 

第５項 治山施設（２－５－７） 

 山腹崩壊地及び山腹崩壊危険地に対しては、土留工等の基礎工を施工し、山腹斜面の早期緑化を図り、山腹崩壊によ 

る被害を未然に防止する。 

荒廃渓流等に対しては治山ダム工等を施工し、土石流及び渓床、渓岸の荒廃を防止し、渓流の安定及び 山脚の固定を 

図り、流出土砂による被害を未然に防止する。 

また、既設工作物に対しては、点検を行い適切な施設の維持管理に努める。 

 

第８章 災害応急体制の整備 

   第１節 職員の体制 

    第１項 県 

     １ 配備体制 

      (1) 災害対策本部未設置（２－８－２） 

配備基準 配備体制 
本庁 

出先機関及び市町 職員配備基準 
配備課 人数 

震度４の地震発生 警戒体制 （略） （略） （震度４を感知した市町ま

たはダムを所管する関係出

先機関） 

・土木建築事務所 

・港湾管理事務所 

・（削除） 

・ダム管理事務所 

・山口宇部空港事務所 

・西部利水事務所 

・東部発電事務所 

・工業用水道事務所 

 

(震度４を感知した市町) 

あらかじめ所

属長が指名し

た職員 

津波注意報 （関係市町を所管する関係

出先機関） 

・農林水産事務所 

・下関農林事務所 

・下関水産振興局       

・土木建築事務所 

・港湾管理事務所   

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案  備 考 

・山口宇部空港事務所 

 

（関係沿岸市町） 

震度５弱の地震発生 特別警戒体制 （震度５弱を感知した市町

またはダムを所管する関係

出先機関） 

・健康福祉センター 

・農林水産事務所 

・下関農林事務所 

・下関水産振興局 

・土木（建築）事務所 

・港湾管理事務所 

・錦川総合開発事務所 

・ダム管理事務所 

・山口宇部空港事務所 

・西部利水事務所 

・東部発電事務所 

・工業用水道事務所 

 

(震度５弱を感知した市町) 

津波警報 （関係市町を所管する 

出先機関） 

・健康福祉センター 

・農林水産事務所 

・下関農林事務所 

・下関水産振興局          

・土木（建築）事務所  

・港湾管理事務所  

・山口宇部空港事務所 

 

（関係沿岸市町） 

南海トラフ地震臨時情報の

発表 

関係市町またはダムを所管

する関係出先機関) 

・健康福祉センター 

・農林水産事務所 

・下関農林事務所 

・下関水産振興局 

・土木（建築）事務所 

・港湾管理事務所 

・錦川総合開発事務所 

・ダム管理事務所 

・山口宇部空港事務所 

・西部利水事務所 

・東部発電事務所 

・工業用水道事務所 

 

（関係市町） 

 

・山口宇部空港事務所 

 

（関係沿岸市町） 

震度５弱の地震発生 特別警戒体制 （震度５弱を感知した市町

またはダムを所管する関係

出先機関） 

・健康福祉センター 

・農林水産事務所 

・下関農林事務所 

・下関水産振興局 

・土木建築事務所 

・港湾管理事務所 

・（削除） 

・ダム管理事務所 

・山口宇部空港事務所 

・西部利水事務所 

・東部発電事務所 

・工業用水道事務所 

 

(震度５弱を感知した市町) 

津波警報 （関係市町を所管する 

出先機関） 

・健康福祉センター 

・農林水産事務所 

・下関農林事務所 

・下関水産振興局          

・土木建築事務所  

・港湾管理事務所  

・山口宇部空港事務所 

 

（関係沿岸市町） 

南海トラフ地震臨時情報の

発表 

関係市町またはダムを所管

する関係出先機関) 

・健康福祉センター 

・農林水産事務所 

・下関農林事務所 

・下関水産振興局 

・土木建築事務所 

・港湾管理事務所 

・（削除） 

・ダム管理事務所 

・山口宇部空港事務所 

・西部利水事務所 

・東部発電事務所 

・工業用水道事務所 

 

（関係市町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案  備 考 

７ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等（２－８－４） 

  県は、大規模災害が発生し、県庁が被災した場合でも、発災直後からの災害対応業務や優先度の高い通常業務を 

適切に実施できるよう、業務継続計画（ＢＣＰ）や受援計画、応援計画を策定する。また、市町に業務継続計画 

（ＢＣＰ）や受援計画、応援計画を作成するよう助言する。 

 

   第２節 防災関係機関相互の連携体制 

    第１項 協定の締結 

     １ 県における協定の締結 

      (2) 医療救護活動に関する協定（２－８－５） 

       ア 県医師会、県薬剤師会、県歯科医師会、県看護協会及び日本赤十字社山口県支部との協定 

           イ 災害派遣医療チーム(DMAT)指定病院との協定 

 

 

   第３節 自衛隊との連携体制 

    第１項 県（２－８－７） 

部隊名 電話番号 

陸上自衛隊第１７普通科連隊 083-922-2281 

  県庁内線   5184 

  防災無線(衛星系)    217 

 

  第 10章 救助・救急、医療活動 

   第２節 医療活動 

    第１項 医療救護活動体制の確立（２－１０―３） 

 

    

 

    

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等（２－８－４） 

  県は、大規模災害が発生し、県庁が被災した場合でも、発災直後からの災害対応業務や優先度の高い通常業務を 

適切に実施できるよう、県防災計画と連動した業務継続計画（ＢＣＰ）や、受援計画・応援計画を策定する。   

  また、市町に業務継続計画（ＢＣＰ）や受援計画、応援計画を作成するよう助言する。 

 

第２節 防災関係機関相互の連携体制 

    第１項 協定の締結 

     １ 県における協定の締結 

      (2) 医療救護活動に関する協定（２－８－５） 

       ア 県医師会、県薬剤師会、県歯科医師会、県看護協会及び日本赤十字社山口県支部との協定 

           イ 災害派遣医療チーム(DMAT)指定病院との協定 

  ウ 災害支援ナースの所属する医療機関との協定 

 

第３節 自衛隊との連携体制 

   第１項 県（２－８－７） 

部隊名 電話番号 

陸上自衛隊第１７普通科連隊 083-922-2281 

  県庁内線   5184 

  防災無線(衛星系)    035-217 

 

第 10章 救助・救急、医療活動 

   第２節 医療活動 

第１項 医療救護活動体制の確立（２－１０―３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県業務継

続計画の改定

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

医療法改正に

伴う追加 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

消 防 関 係 機 関 

警 察 

自 衛 隊 

災 害 発 生 

負 傷 者 

市 町 災 害 対 策 本 部 市 町 立 病 院 

地方独立行政法人 山口県立病院機構 

独 立 行 政 法 人  国 立 病 院 機 構 

日 赤 県 支 部 

済 生 会 、 農 協 連 等 

県 看 護 協 会 

県 医 師 会 

県 歯 科 医 師 会 

県 薬 剤 師 会 

山 口 大 学 医 学 部 附 属 病 院 

災 害 拠 点 病 院 

赤 十 字 病 院 

済 生 会 等 公 的 病 院 

郡 市 医 師 会 

市 歯 科 医 師 会 

地 域 薬 剤 師 会 

支 部 看 護 協 会 

県 
 

災 
 

害 
 

対 
 

策 
 

本 
 

部 

救 

護 

所 

災 

害 

拠 

点 

病 

院 

山
口
大
学
医
学
部 

附 

属 

病 

院 

基 

幹 

災 

害 

拠 

点 

病 

院 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

派遣命令 

派遣命令 

救護班派遣命令 

派遣命令 

派遣命令 

派遣命令 

派遣命令 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

派遣要請 

救護活動 

搬 

送 

搬送 搬送 

救 

護 

班
（
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
、
Ｊ
Ｍ
Ａ
Ｔ
や
ま
ぐ
ち
を
含
む
）
派
遣 

（軽傷患者） 

独立行政法人地域医療機能推進機構 
救護班派遣要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

消 防 関 係 機 関 

警 察 

自 衛 隊 

災 害 発 生 

負 傷 者 

市 町 災 害 対 策 本 部 市 町 立 病 院 

地方独立行政法人 山口県立病院機構 

独 立 行 政 法 人  国 立 病 院 機 構 

日 赤 県 支 部 

済 生 会 、 農 協 連 等 

県 看 護 協 会 

県 医 師 会 

県 歯 科 医 師 会 

県 薬 剤 師 会 

山 口 大 学 医 学 部 附 属 病 院 

災 害 拠 点 病 院 

赤 十 字 病 院 

済 生 会 等 公 的 病 院 

郡 市 医 師 会 

市 歯 科 医 師 会 

地 域 薬 剤 師 会 

医 療 機 関 等 

県 
 

災 
 

害 
 

対 
 

策 
 

本 
 

部 

救 

護 

所 

災 

害 

拠 

点 

病 

院 

山
口
大
学
医
学
部 

附 

属 

病 

院 

基 

幹 

災 

害 

拠 

点 

病 

院 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

派遣命令 

派遣命令 

救護班派遣命令 

派遣命令 

派遣命令 

派遣命令 

派遣調整 

救護班派遣要請 

救護班派遣要請 

派遣要請 

救護活動 

搬 

送 

搬送 搬送 

救 

護 

班
（
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
、
Ｊ
Ｍ
Ａ
Ｔ
や
ま
ぐ
ち
を
含
む
）
派
遣 

（軽傷患者） 

独立行政法人地域医療機能推進機構 
救護班派遣要請 



- 5 - 

 

現 行 修 正 案  備 考 

  第２項 健康管理体制の確立（２－１０－５） 

   ２ 県は、必要と認めるときは、県看護協会に対し、看護職員の派遣を養成する。 

 

第 16章 施設、設備等の応急復旧体制（２－１６－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第２節 ライフライン施設の応急復旧体制 

    第４項 電気事業者 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 健康管理体制の確立（２－１０－５） 

   ２ 県は、必要と認めるときは、県看護協会を通して、災害支援ナース等の派遣を要請する。 

 

第 16章 施設、設備等の応急復旧体制（２－１６－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２節 ライフライン施設の応急復旧体制 

    第４項 電気事業者・送配電事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設 

水道事業者 

工業用水道事業者 

ガス事業者 

通信事業者 

ライフライン施設の応急復旧体制 

施

設

、

設

備

等

の

応

急

復

旧

体

制 

公共土木施設等 

電気事業者 

鉄道施設 

公共施設等の応急復旧体制 

下水道事業者 

公共施設 

水道事業者 

工業用水道事業者 

ガス事業者 

通信事業者 

ライフライン施設の応急復旧体制 

施

設

、

設

備

等

の

応

急

復

旧

体

制 

公共土木施設等 

電気事業者・送配電事業者 

鉄道施設 

公共施設等の応急復旧体制 

下水道事業者 
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現 行 修 正 案  備 考 

第３編 災害応急対策計画 
 第１章 応急活動計画 

  第１節 県の活動体制 

  第４項 動員配備計画 

    １ 配備体制 

     (1) 地震（３－１－７） 

      イ 災害対策本部設置 

      

 

 

 

 

  

 

 

(2) 津波（３－１－７） 

  イ 災害対策本部設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    第６項 地方機関の所掌事務 

     ４ 地方機関の所掌事務（３－１－１８） 

対策部・班 関係機関 所掌事務 

（略） ダム管理事務所 

錦川総合開発事務所 

(18)ダム施設（堤体、付属機器設備等）の被害状況調査及び応急

復旧 並びに二次災害防止に関すること。 

(19)ダム関係機関との連絡調整に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配 備 の 時 期        種  別 体  制  の  概  要 

震度６強以上の地震 

が発生した場合 
緊急非常体制 

(1) 同要綱に定める緊急非常体制の配備による体制 

(2) 県の総力をあげて災害対策に取り組む体制 

(3) 全職員による体制 

配 備 の 時 期        種  別 体  制  の  概  要 

津波により、県の組

織を挙げて災害対応

が必要な場合 

緊急非常体制 

(1) 同要綱に定める緊急非常体制の配備による体制 

(2) 県の総力をあげて災害対策に取り組む体制  

(3) 全職員による体制 

第３編 災害応急対策計画 
 第１章 応急活動計画 

  第１節 県の活動体制 

  第４項 動員配備計画 

    １ 配備体制 

     (1) 地震（３－１－７） 

      イ 災害対策本部設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 津波（３－１－７） 

  イ 災害対策本部設置 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

第６項 地方機関の所掌事務 

     ４ 地方機関の所掌事務（３－１－１８） 

対策部・班 関係機関 所掌事務 

（略） ダム管理事務所 

（削除） 

(18)ダム施設（堤体、付属機器設備等）の被害状況調査及び応急

復旧 並びに二次災害防止に関すること。 

(19)ダム関係機関との連絡調整に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配 備 の 時 期        種  別 体  制  の  概  要 

震度６強以上の地震 

が発生した場合 

※速やかに業務継続

計画を発動する。 

緊急非常体制 

(1) 同要綱に定める緊急非常体制の配備による体制 

(2) 県の総力をあげて災害対策に取り組む体制 

(3) 全職員による体制 

配 備 の 時 期        種  別 体  制  の  概  要 

津波により、県の組

織を挙げて災害対応

が必要な場合 

※速やかに業務継続

計画を発動する。 

緊急非常体制 

(1) 同要綱に定める緊急非常体制の配備による体制 

(2) 県の総力をあげて災害対策に取り組む体制  

(3) 全職員による体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県業務継

続計画の改定

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案  備 考 

第２章 災害情報の収集・伝達計画 

第１節 災害情報計画 

 第１項 大津波警報・津波警報・津波注意報及び地震・津波情報に係る伝達（３－２－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 災害情報の収集・伝達計画 

第１節 災害情報計画 

 第１項 大津波警報・津波警報・津波注意報及び地震・津波情報に係る伝達（３－２－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案  備 考 

 第２項 関係機関による措置（３－２－８） 

関係機関 措置内容 

気象台 

（緊急地震速

報については

気象庁） 

１  大津波警報・津波警報・津波注意報及び地震・緊急地震速報・津波に関する情報の伝達 

(4) 急地震速報 

    緊急地震速報の発表等 

   気象庁は、最大震度５弱以上または長周期地震動階級３以上が予想された場合に、震度 

４以上または長周期地震動階級３以上が予想される地域に対し、緊急地震速報（警報）を 

発表する。日本放送協会（NHK）は、テレビ、ラジオを通じて住民に提供する。なお、震 

度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報は、地震動特別警報に位置づけられる。 

下関地方気象台は、緊急地震速報の利用の心得などの周知・広報に努める。 

(5) 地震情報の種類とその内容 

 地震発生後、新しいデータが入るにしたがって、順次以下のような情報を発表している。 

地震情報の種類 発表基準 内容 

震度速報 ・震度３以上 地震発生約１分半後に、震

度３以上を観測した地域名

（全国を188地域に区分）と

地震の揺れの検知時刻を速

報。 

震源に関する情報 ・震度３以上 

（津波警報等を発表した場

合は発表しない） 

「津波の心配がない」また

は「若干の海面変動がある

かもしれないが被害の心配

はない」旨を付加して、地震

の発生場所（震源）やその規

模（マグニチュード）を発表

。 

震源・震度に関する情報 以下のいずれかを満たした

場合 

・震度３以上 

・津波警報等発表時 

・若干の海面変動が予想さ

れる場合 

・緊急地震速報（警報）を発

表した場合 

地震の発生場所（震源）やそ

の規模（マグニチュード）、

震度３以上の地域名と市町

村名を発表。 

震度５弱以上と考えられる

地域で、震度を入手してい

ない地点がある場合は、そ

の市町村毎の観測した震度

を発表。 

各地の震度に関する情報 ・震度１以上 震度１以上を観測した地点

のほか、地震の発生場所（震

源）やその規模（マグニチュ

ード）を発表。 

震度５弱以上と考えられる

地域で、震度を入手していな

い地点がある場合は、その地

点名を発表。 

※地震が多数発生した場合

には、震度３以上の地震につ

いてのみ発表し、震度２以下

の地震については、その発生

回数を「その他の地震情報（

地震回数に関する情報）」で

発表。 

 第２項 関係機関による措置（３－２－８） 

関係機関 措置内容 

気象台 

（緊急地震

速報につい

ては気象

庁） 

１  大津波警報・津波警報・津波注意報及び地震・緊急地震速報・津波に関する情報の伝達 

(4) 急地震速報 

    緊急地震速報の発表等 

   気象庁は、最大震度５弱以上または長周期地震動階級３以上が予想された場合に、震度４以上

または長周期地震動階級３以上が予想される地域に対し、緊急地震速報（警報）を発表する。日

本放送協会（NHK）は、テレビ、ラジオを通じて住民に提供する。なお、震度６弱以上または長周

期地震動階級４の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置づけられる。 

   下関地方気象台は、緊急地震速報の利用の心得などの周知・広報に努める。 

(5) 地震情報の種類とその内容 

 地震発生後、新しいデータが入るにしたがって、順次以下のような情報を発表している。 

地震情報の種類 発表基準 内容 

震度速報 ・震度３以上 地震発生約１分半後に、震

度３以上を観測した地域名

（全国を188地域に区分）と

地震の揺れの検知時刻を速

報。 

震源に関する情報 ・震度３以上 

（津波警報または注意報を

発表した場合は発表しない

） 

「津波の心配がない」また

は「若干の海面変動がある

かもしれないが被害の心配

はない」旨を付加して、地震

の発生場所（震源）やその規

模（マグニチュード）を発表

。 

震源・震度に関する情報 ・震度１以上 

・津波警報・注意報発表また 

は若干の海面変動が予想 

された時 

・緊急地震速報（警報）発表

時 

地震の発生場所（震源）やそ

の規模（マグニチュード）、

震度１以上を観測した地点

と観測した震度を発表。そ

れに加えて、震度３以上を

観測した地域名と市町村毎

の観測した震度を発表。 

震度５弱以上と考えられる

地域で、震度を入手してい

ない地点がある場合は、そ

の市町村・地点名を発表。 

推計震度分布図 ・震度５弱以上 観測した各地の震度データ

をもとに、  250m四方ごと

に推計した震度（震度４以

上）を図情報として発表。 

長周期地震動に関する観測

情報 

・震度１以上を観測した地

震のうち長周期地震動階

級１以上を観測した場合 

地域毎の震度の最大値・長周

期地震動階級の最大値のほ

か、個別の観測点毎に、長周

期地震動階級や長周期地震

動の周期別階級等を発表（地

震発生から10分後程度で１

回発表）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長周期地震動

の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案  備 考 

長周期地震動に関する観測

情報 

・震度１以上を観測した地

震のうち長周期地震動階

級１以上を観測した場合 

地域毎の震度の最大値・長周

期地震動階級の最大値のほ

か、地点毎の長周期地震動階

級や長周期地震動の周期別

階級等を発表。 

推計震度分布図 ・震度５弱以上 観測した各地の震度データ

をもとに、  250m四方ごと

に推計した震度（震度４以

上）を図情報として発表。 

遠地地震に関する情報 国外で発生した地震につい

て以下のいずれかを満たし

た場合等 

・マグニチュード7.0以上 

・都市部など著しい被害が

発生する可能性がある地

域で規模の大きな地震を

観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（

震源）やその規模（マグニチ

ュード）を概ね30分以内に発

表。 

日本や国外への津波の影響

に関しても記述し発表。 

その他の情報 ・顕著な地震の震源要素を

更新した場合や地震が多

発した場合など 

顕著な地震の震源要素更新

のお知らせや地震が多発し

た場合の震度１以上を観測

した地震回数情報等を発表 

 

市   町 １ 津波警報等及び緊急地震速報、地震・津波情報の伝達 

(3) 津波に関する気象庁の警報事項を適時に受けることができない市町長及び災害により津 

波に関する気象庁の警報事項を適時に受けることができなくなった市町長は、気象業務法 

施行令第１０条の規定に基づき、「津波警報」を発表し、適切な措置を講ずるものとする。 

 

３  異常現象の通報 

(1) 通報系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遠地地震に関する情報 国外で発生した地震につい

て以下のいずれかを満たし

た場合等※ 

・マグニチュード7.0以上 

・都市部等、著しい被害が発

生する可能性がある地域

で規模の大きな地震を観

測した場合 

※国外で発生した大規模噴

火を覚知した場合にも発

表することがある。 

地震の発生時刻、発生場所（

震源）やその規模（マグニチ

ュード）を地震発生から概ね

30分以内に発表。 

日本や国外への津波の影響

に関しても記述して発表※。 

 

※国外で発生した大規模噴

火を覚知した場合は噴火発

生から１時間半～２時間程

度で発表 

その他の情報 ・顕著な地震の震源要素を

更新した場合や地震が多

発した場合等 

顕著な地震の震源要素更新

のお知らせや地震が多発し

た場合の震度１以上を観測

した地震回数情報等を発表。 

 

市  町 １ 津波警報等及び緊急地震速報、地震・津波情報の伝達 

(3) 津波に関する気象庁の警報事項を適時に受けることができない状況にある地の市町長 

及び災害により津波に関する気象庁の警報事項を適時に受けることができなくなった市 

町長は、気象業務法施行令第１０条の規定に基づき、「津波警報」をすることができる。 

 

３  異常現象の通報 

(1) 通報系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象台体制変

更に伴う修正 
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現 行 修 正 案  備 考 

  第３項 土砂災害警戒情報（気象業務法第 11条、災害対策基本法第 40条及び第 55条、土砂災害防止法第 27条）                                    

   ８ 土砂災害警戒情報の伝達（３－２－１７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第４項 土砂災害緊急情報（土砂災害防止法第 28条、第 31条） 

   ８ 土砂災害緊急情報の伝達（３－２－１８） 
  

ＮＨＫ山口放送局          
         テレビ放送 
 
 

 
 
 
 
 
住 
       
民 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
地すべり 
による重 
大な土砂 
災害に関 
する情報 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
山口県土木建築部 
   （砂防課） 

  
山 口 県 警 察 本 部          

 警察無線 
 
    

 
警 察 署        

 
 
 

 
 
土 
木 
防 
災 
情 
報 
シ 
ス 
テ 
ム 
 

 
 
 

  

  
  

 
    結 
    果 
    報 
    告 
 

            
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
山口県総務部 
 (防災危機管理課) 

 防災行政無線  
市 町        

 
 
 

                指 
          示 
      
 
            

 
 
 
 
 

 
 

  

   
 
指 定 公 共 機 関
ＮＴＴ西日本山口支店          

 
 

 
消 防 本 部        
 

 
 
 
 

           
 
 
 

 
 
              

 
土木建築事務所 

 
        

  
 

 

緊急調査の実施 

 
中国地方整備局 

山口河川国道事務所 

   
 

 
 

 
  

  
                                 

                        （インターネットにより一般に公開） 

 

 

 

 

 

 

第３項 土砂災害警戒情報（気象業務法第 11条、災害対策基本法第 40条及び第 55条、土砂災害防止法第 27条）                                    

 ８ 土砂災害警戒情報の伝達（３－２－１７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第４項 土砂災害緊急情報（土砂災害防止法第 28条、第 31条） 

   ８ 土砂災害緊急情報の伝達（３－２－１８） 
  

 
          
 
 

 
 
 
 
 
住 
       
民 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
地すべり 
による重 
大な土砂 
災害に関 
する情報 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
山口県土木建築部 
   （砂防課） 

  
山 口 県 警 察 本 部          

 警察無線 
 
    

 
警 察 署        

 
 
 

 
 
山
口
県
土
砂
災
害
警
戒
情
報 
シ 
ス 
テ 
ム 
 

 
 
 

  

  
  

 
    結 
    果 
    報 
    告 
 

            
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
山口県総務部 
 (防災危機管理課) 

 防災行政無線  
市 町        

 
 
 

                指 
          示 
      
 
            

 
 
 
 
 

 
   

   
 
報道各社 
（テレビ・新聞） 

 
 

 
消 防 本 部        
 

 
 
 
 

           
 
 
 

 
 
              

 
土木建築事務所 

 
          

 
 

緊急調査の実施 
 

 
中国地方整備局 
山口河川国道事務所 

   
 

 
 

 
  

  
 

                                

                        （インターネットにより一般に公開） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電
話
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子
メ
ー

ル 

 電
話
・
Ｆ
Ａ
Ｘ
・
電
子
メ
ー
ル 
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現 行 修 正 案  備 考 

 第２節 災害情報収集・伝達計画 

  第１項 情報収集・伝達連絡系統 

   ２ 防災関係機関等の措置（３－２－２２） 

区分 内容 

市町 ５ 直接即報 

回線別 平日(9:30～18:15) 

※応急対策室 

左 記 以 外 

※宿直室 
 

ＮＴＴ回線 

 

 

電話 

FAX 

 

０３－５２５３－７５２７ 

０３－５２５３－７５３７ 

 

０３－５２５３－７７７７ 

０３－５２５３－７５５３ 
 

地域衛星通信 

ネットワーク 

 

電話 

FAX 

 

選択番号-048-500-90-49013 

選択番号-048-500-90-49033 

 

選択番号-048-500-90-49102 

選択番号-048-500-90-49036 
 

県 ２ 収集する情報                                                    

 (3) 防災関係機関等への要請 

自衛隊ヘリコプター 第１７普通科連隊(専用電話 5184、第 13飛行隊

所属ヘリコプター) 

小月教育航空群（加入電話 0832-82-1180) 

  上記以外の航空機による偵察に係る連絡先に

ついては「応援要請計画」により対応。 

 

４ 政府機関に対する報告 

回線別 平日(9:30～18:15) 

※応急対策室 

左 記 以 外 

※宿直室 
 

ＮＴＴ回線 

 

 

電話 

FAX 

 

０３－５２５３－７５２７ 

０３－５２５３－７５３７ 

 

０３－５２５３－７７７７ 

０３－５２５３－７５５３ 

 
消防防災無線 

 

 
電話 

FAX 

 
７－２７－９０－４９０１３ 

７－２７－９０－４９０３３ 

 
７－２７－９０－４９０１２ 

７－２７－９０－４９０３６ 
 

地域衛星通信 

ネットワーク 

 

電話 

FAX 

 

選択番号-048-500-90-49013 

選択番号-048-500-90-49033 

 

選択番号-048-500-90-49102 

選択番号-048-500-90-49036 

 

 

 

 第４節 災害時の放送 

  第１項 放送局に対する放送の要請 

   ２ 地震災害等発生時における法曹養成取扱要領（３－２－３７） 

放送機関 連絡責任者 

ＮＨＫ山口放送局 放送部長 

    

 

 

 

 

 

 

 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

  第１項 情報収集・伝達連絡系統 

   ２ 防災関係機関等の措置（３－２－２２） 

区分 内容 

市町 ５ 直接即報 

回線別 平日(9:30～18:15) 

※応急対策室 

左 記 以 外 

※宿直室 
 

ＮＴＴ回線 

 

 

電話 

FAX 

 

０３－５２５３－７５２７ 

０３－５２５３－７５３７ 

 

０３－５２５３－７７７７ 

０３－５２５３－７５５３ 
 

防災無線（衛星系） 

 

電話 

FAX 

 

回線選択-048-500-90-49013 

回線選択-048-500-90-49033 

 

回線選択-048-500-90-49102 

回線選択-048-500-90-49036 
 

県 ２ 収集する情報                                                    

 (3) 防災関係機関等への要請 

陸上自衛隊航空機 第１７普通科連隊(県庁内線 5184) 

海上自衛隊及び航空自衛隊の航空機による偵

察に係る連絡先については「応援要請計画」に

より対応。 

 

 

４ 政府機関に対する報告 

回線別 平日(9:30～18:15) 

※応急対策室 

左 記 以 外 

※宿直室 
 

ＮＴＴ回線 

 

 

電話 

FAX 

 

０３－５２５３－７５２７ 

０３－５２５３－７５３７ 

 

０３－５２５３－７７７７ 

０３－５２５３－７５５３ 

 
消防防災無線 
（防災行政無線（
地上系）） 

 
電話 

FAX 

 
２７－９０－４９０１３ 

２７－９０－４９０３３ 

 
２７－９０－４９０１２ 

２７－９０－４９０３６ 

 

防災無線（衛星系） 

 

電話 

FAX 

 

回線選択-048-500-90-49013 

回線選択-048-500-90-49033 

 

回線選択-048-500-90-49102 

回線選択-048-500-90-49036 
 

 

 

第４節 災害時の放送 

  第１項 放送局に対する放送の要請 

   ２ 地震災害等発生時における法曹養成取扱要領（３－２－３７） 

放送機関 連絡責任者 

ＮＨＫ山口放送局 コンテンツセンター長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案  備 考 

第３章 救助・救急、医療等活動計画 

第２節 医療等活動計画 

 第２項 医療救護体制 

  １ 医療救護活動 

   (2) 機関別活動内容（３－３－５） 

     イ 県 

      (ｳ) 医務班は、健康福祉センター所長（保健環境部長）から医療救護についての応援要請に係る連絡を受け 

た場合は、県災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンの助言を参考にしつつ、次の関係 

機関に対し、医療救護班の派遣等の応援要請を行う。 

・地方独立行政法人山口県立病院機構 

・日赤山口県支部 

・独立行政法人国立病院機構 

・独立行政法人地域医療機能推進機構 

・山口大学医学部 

・災害拠点病院、ＤＭＡＴ指定病院 

・市町立病院設置市町 

・県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会 

 

 

     ケ 県医師会等 

     コ 県看護協会 

       県（災害救助部長）から要請があったとき又は自らの判断により、看護職員を派遣する。 

 

 

  

 

 

  第３項 健康管理体制 

   １ 健康管理活動（３－３－９） 

    (3) 機関別活動内容 

     イ 県（災害救助部） 

      (ｴ) 災害救助部長は、必要と認めるときは、県看護協会に対し、看護職員の派遣を要請する。 

 

 

第５章 消防防災ヘリコプターによる災害応急対策 

 第４節 応援要請 

  ２ 要請方法（３－５－３） 

山口県消防防災航空センター 

運行責任者（所長） ④出勤可否決定 

 

 電  話  0836-37-6422 

 ＦＡＸ   0836-37-6423 

 防災無線           

   地上系  ２６５－＊－３ 

   （FAX）  ２６５ 

    衛星系  ２６４ 

 

③出勤、運航準備指示 

・航空消防活動指揮者と機長協議 

・天候判断、運行可否決定 

 

消防防災航空隊 運航委託会社 
 

 

第３章 救助・救急、医療等活動計画 

第２節 医療等活動計画 

 第２項 医療救護体制 

  １ 医療救護活動 

   (2) 機関別活動内容（３－３－５） 

     イ 県 

      (ｳ) 医務班は、健康福祉センター所長（保健環境部長）から医療救護についての応援要請に係る連絡を受け 

た場合は、県災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンの助言を参考にしつつ、次の関係 

機関に対し、医療救護班の派遣等の応援要請を行う。 

・地方独立行政法人山口県立病院機構 

・日赤山口県支部 

・独立行政法人国立病院機構 

・独立行政法人地域医療機能推進機構 

・山口大学医学部 

・災害拠点病院、ＤＭＡＴ指定病院 

・災害支援ナース派遣協定締結医療機関等 

・市町立病院設置市町 

・県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会 

 

     ケ 災害支援ナース派遣協定締結医療機関 

       県看護協会の調整により、県（災害救助部長）から災害支援ナースの派遣要請があったときは、災害支援ナー 

スを派遣し、医療救護活動を実施する。 

コ 県医師会等 

サ 県看護協会 

 県（災害救助部長）から災害支援ナース等の派遣調整の要請があったとき又は自らの判断により看護職員の派 

遣が必要と認められたときは、医療機関に要請を行う。 

 

第３項 健康管理体制 

   １ 健康管理活動（３－３－９） 

    (3) 機関別活動内容 

     イ 県（災害救助部） 

      (ｴ) 災害救助部長は、必要と認めるときは、県看護協会に対し、災害支援ナース等の派遣調整を要請する。 

 

 

第５章 消防防災ヘリコプターによる災害応急対策 

 第４節 応援要請 

  ２ 要請方法（３－５－３） 

山口県消防防災航空センター 

運行責任者（所長） ④出勤可否決定 

 

 電  話  0836-37-6422 

 ＦＡＸ   0836-37-6423 

 防災無線           

   地上系  ２６５－＊－３ 

   （FAX）  ２６５ 

    衛星系  ０３５－２６４ 

 

③出勤、運航準備指示 

・航空消防活動指揮者と機長協議 

・天候判断、運行可否決定 

 

消防防災航空隊 運航委託会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療法改正に

伴う追加 

 

 

 

医療法改正に

伴う追加 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案  備 考 

 第６節 航空機の効率的運用と安全対策（３－５－４） 

  ２ 緊急用務空域の指定 

航空運用調整班は、災害応急対策に従事する航空機の安全確保を図るため、必要に応じて、国土交通省に対して緊 

急用務空域の指定を依頼するものとする。 

３ 緊急用務空域における無人航空機の飛行許可申請 

国土交通省から緊急用務空域において無人航空機の飛行を行おうとする者等からの申請内容の通知があった場合、 

災害状況や活動状況を踏まえ、無人航空機の飛行の可否を判断し、国土交通省へその結果を回答するものとする。 

 

 

 

 

 

第６章 応援要請計画 

 第２節 自衛隊災害派遣要請計画 

  第２項 災害派遣要請の手続き（３－６－１１） 

   ２ 要請手続 

    (3) 災害派遣連絡窓口一覧表 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 緊急輸送計画 

 第３節 輸送車両等の確保 

  第２項 調達（３－７－７） 

   【指定公共機関・指定地方公共機関・公共的団体、関係業者等】 

    ３ 防長交通株式会社 

     (1) 災害時、県又は市町から人員輸送の協力依頼を受ける場合は、「防長交通株式会社災害時連絡系統図」 

による本社営業部又は営業所で要請に応じる。 

     (2) 協力依頼を受理したときの措置 

      ア 営業所長は、県又は市町から協力依頼を受理したときは、予備車をもって輸送力を確保する。 

      イ 受理営業所において協力要請に対応できる車両が不足したときは、隣接営業所に応援を求めて確保する。 

      ウ 上記の措置を講じてもなお輸送力が確保できないとき又は大規模な災害で、数営業所を統合してその対策 

を必要とするときは、本社営業部が全般的な配車を考慮し、輸送力の確保に努める。 

 

第９章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画 

第３節 生活必需品等の供給計画 

第２項 救助法による生活必需物資の給（貸）与 

 ２ 給（貸）与の方法 

  (2) 物資の確保及び購入の措置（３－９－１０） 

   イ 物資の確保について、商工総務班が協力するものとする。 

 

区分 要請先 所在地 活動内容 

 

陸上自衛隊に 

対するもの 

 

 

第１７普通科連隊長          

 

 

第 １ ３ 旅 団 長          

中 部 方 面 総 監          

 

山口市上宇野令784    (083-922-2281) 

(県庁内線 5184)  

(防災無線(衛星系)217)  

広島県安芸郡海田町寿町2-1(082-822-3101) 

(防災無線(衛星系)034-101-941-157) 

伊丹市緑ｹ丘7-1-1   (0727-82-0001) 

 

車両・船艇・航空機・地上 

部隊による各種救助活動 

 

第６節 航空機の効率的運用と安全対策（３－５－４） 

  ２ 航空情報（ノータム）の発行 

    航空運用調整班は、輻輳する航空機の安全確保及び航空機による災害応急対策活動の円滑化を図るため、必要に応じ 

て、国土交通省に対して航空情報（ノータム）の発行を依頼するものとする。 

３ 緊急用務空域の指定 

航空運用調整班は、災害応急対策に従事する航空機の安全確保を図るため、必要に応じて、国土交通省に対して緊 

急用務空域の指定を依頼するものとする。 

４ 緊急用務空域における無人航空機の飛行許可申請 

国土交通省から緊急用務空域において無人航空機の飛行を行おうとする者等からの申請内容の通知があった場合、 

災害状況や活動状況を踏まえ、無人航空機の飛行の可否を判断し、国土交通省へその結果を回答するものとする。 

 

 

第６章 応援要請計画 

 第２節 自衛隊災害派遣要請計画 

  第２項 災害派遣要請の手続き（３－６－１１） 

   ２ 要請手続 

    (3) 災害派遣連絡窓口一覧表 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 緊急輸送計画 

 第３節 輸送車両等の確保 

  第２項 調達（３－７－７） 

   【指定公共機関・指定地方公共機関・公共的団体、関係業者等】 

   ３ 防長交通株式会社 

    (1) 災害時、県又は市町から人員輸送の協力依頼を受ける場合は、「防長交通株式会社災害時連絡系統図」 

による本社運行管理部又は営業所で要請に応じる。 

    (2) 協力依頼を受理したときの措置 

     ア 営業所長は、県又は市町から協力依頼を受理したときは、予備車をもって輸送力を確保する。 

     イ 受理営業所において協力要請に対応できる車両が不足したときは、隣接営業所に応援を求めて確保する。 

     ウ 上記の措置を講じてもなお輸送力が確保できないとき又は大規模な災害で、数営業所を統合してその対策を必 

要とするときは、本社運行管理部が全般的な配車を考慮し、輸送力の確保に努める。 

 

第９章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画 

第３節 生活必需品等の供給計画 

第２項 救助法による生活必需物資の給（貸）与 

 ２ 給（貸）与の方法 

  (2) 物資の確保及び購入の措置（３－９－１０） 

   イ 物資の確保について、産業総務班が協力するものとする。 

 

区分 要請先 所在地 活動内容 

 

陸上自衛隊に 

対するもの 

 

 

第１７普通科連隊長          

 

 

第 １ ３ 旅 団 長          

中 部 方 面 総 監          

 

山口市上宇野令784    (083-922-2281) 

(県庁内線 5184)  

(防災無線(衛星系)035-217)  

広島県安芸郡海田町寿町2-1(082-822-3101) 

(防災無線(衛星系)034-101-941-157) 

伊丹市緑ｹ丘7-1-1   (0727-82-0001) 

 

車両・船艇・航空機・地上 

部隊による各種救助活動 

 

 

 

中央防災会議

防災基本計画

の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案  備 考 

 

第 10章 保健衛生・動物愛護管理計画 

 第１節 防疫及び食品衛生監視 

  第１項 防疫活動（３－１０－２） 

   災害時における防疫は、県の指示・命令に基づき被災地の市町長が実施するものであるが、被災市町のみによること 

は困難であることから、被災市町、県及び他の市町が相互に緊密な連携をとりながら防疫活動を実施する。 

 

 

第３節 災害廃棄物等処理計画 

第３項 障害物除去計画 

２ その他の障害物の除去 

(2)河川・港湾、漁港関係障害物除去計画（３－１０－１８） 

機関名 対            策 

 

国土交通省   

中国地方整備局 

 

  所管する河川について、県・市町・関係機関等からの情報あるいは自らの調査に基づ

き障害物を除去する。 

 

 

第 11章 応急住宅計画 

 第２節 被災住宅の応急修理 

  第１項 住宅の応急修理を受ける者の条件（３－１１－４） 

災害発生によって住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、そのままでは当面の日常生活を営む 

ことができない者で、自らの資力をもってしては応急修理ができない者又は、大規模な補修を行わなければ居住するこ 

とが困難と認められる程度に住家が半壊した者。 

 

 

 

 

 

 

    第２項 対象者の調査及び選定（３－１１－４） 

     市町が、被災者の資力その他の生活条件を十分調査し、市町が発行する罹災証明書に基づき県が選定する。場合によ 

っては、当該市町に選定事務を委任する。 

 

 

 

 

    第３項 応急修理の方法、基準（３－１１－４） 

     １ 応急修理の方法等 

      (1) 市町長が、建設業者に請負わせるか又は市町直営工事により行う。建設業者の選定にあたっては、山口県建設 

労働組合、（一社）山口県ビルダーズネットワーク、西瀬戸ビルダーズサロン、山口県管工事工業協同組合及び 

（一社）山口県電業協会、山口県瓦工事業協同組合及び山口県鳶工業連合会との協定に基づき提供された業者名 

簿を活用するものとする。 

 

 

 

 

第 10章 保健衛生・動物愛護管理計画 

第１節 防疫及び食品衛生監視 

 第１項 防疫活動（３－１０－２） 

 災害時における防疫は、県（山口県事務委任規則第三十一条第５項第１号(34)及び(36)により保健所長へ事務委任） 

の指示・命令に基づき被災地の市町長が実施するものであるが、被災市町のみによることは困難であることから、被災 

市町、県及び他の市町が相互に緊密な連携をとりながら防疫活動を実施する。 

 

第３節 災害廃棄物等処理計画 

第３項 障害物除去計画 

２ その他の障害物の除去 

(2)河川・港湾、漁港関係障害物除去計画（３－１０－１８） 

機関名 対            策 

 

国土交通省   

中国地方整備局 

 

  所管する施設について、県・市町・関係機関等からの情報あるいは自らの調査に基づ

き障害物を除去する。 

 

 

第 11章 応急住宅計画 

   第２節 被災住宅の応急修理 

    第１項 住宅の応急修理を受ける者の条件（３－１１－４） 

１ 住家の被害の拡大を防止する緊急の修理 

 (1) 災害発生によって住家が半壊、半焼又はこれらに準ずる程度の損傷を受け、雨水の浸入等を放置すれば住家の被 

害が拡大するおそれがある者。 

  (2) 全壊又は全焼等の被害を受けた者で、修理すれば居住することが可能であって、引き続き居住する意思がある者。 

２ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理 

災害発生によって住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、そのままでは当面の日常生活を営 

むことができない者で、自らの資力をもってしては応急修理ができない者又は、大規模な補修を行わなければ居住す 

ることが困難と認められる程度に住家が半壊した者。 

 

 第２項 対象者の調査及び選定（３－１１－４） 

     １ 住家の被害の拡大を防止する緊急の修理 

       市町が、現場における目視による確認や被災者の持参する写真等に基づき調査し、県が選定する。 

     ２ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理 

       市町が、被災者の資力その他の生活条件を十分調査し、市町が発行する罹災証明書に基づき県が選定する。 

     ３ 上記１、２は、場合によっては、県から被災市町への事務委任により実施する。 

    

第３項 応急修理の方法、基準（３－１１－４） 

     １ 応急修理の方法等 

      (1) 住家の被害の拡大を防止する緊急の修理の実施は、市町長から建設業者への請負又は、市町から被災者に対して

ブルーシート、ロープ、土のう袋等の資材を給与し、被災者自らの施工により行う。建設業者の選定にあたって

は、山口県建設労働組合、（一社）山口県ビルダーズネットワーク、西瀬戸ビルダーズサロン、山口県管工事工業

協同組合及び（一社）山口県電業協会、山口県瓦工事業協同組合及び山口県鳶工業連合会との協定に基づき提供さ

れた業者名簿を活用するものとする。 

        なお、被災者自らが行う場合は、ブルーシートの展張などの知識・経験を有する建設業者・NPO団体、ボランテ

ィア、消防団等の団体等の協力を得ることが望ましい。 

 

 

 

 

事務委任の明

示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

国の事務取扱

要領の改正に

伴う修正 
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現 行 修 正 案  備 考 

      (2) 大規模災害時において上記の業者で対応できない場合には、（一社）JBN・全国工務店協会、全国建設労働組合 

総連合、（一社）日本鳶工業連合会及び（一社）災害復旧職人派遣協会に応援を依頼する。 

  (3) 応急修理は、日常生活に必要欠くことのできない部分（居室、炊事場、便所等）及び屋根の応急対応に限るも 

のとする。 

 

 

  (4) 他の者が行う応急修理は排除しない。 

   ア 家主が借家を修繕する場合 

       イ 親類縁者の相互扶助による場合 

       ウ 会社が自社所有の住家（寮、社宅、飯場等）を修繕する場合 

 

 

 

     （新規） 

 

 

 

 

 

 

 

     ２ 修理の期間 

      (1) 災害発生の日から３月（災害対策基本法第２４条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法第２４条第１ 

項に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置された災害にあ 

っては、６月以内）以内に完成させるものとする。 

  (2) 期間内に修理を完了できない特殊事情があるときは、知事（厚政課）は、内閣総理大臣に特別基準（期間延 

長）の協議を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      (2) 大規模災害時において上記の業者で対応できない場合には、（一社）JBN・全国工務店協会、全国建設労働組合総 

連合、（一社）日本鳶工業連合会及び（一社）災害復旧職人派遣協会に応援を依頼する。 

 (3) 日常生活に必要な最小限度の部分の修理の実施は、市町長から建設業者への請負又は市町直営工事により行う。 

建設業者の選定にあたっては、山口県建設労働組合、（一社）山口県ビルダーズネットワーク、西瀬戸ビルダーサ 

ロン、山口県管工事工業協同組合及び（一社）山口県電業協会との協定に基づき提供された業者名簿を活用するも 

のとする。 

  (4) 大規模災害時において上記の業者で対応できない場合には、（一社）JBN・全国工務店協会、全国建設労働組合総 

連合に応援を依頼する。 

(5) 以下の他の者が行う応急修理は排除しない。 

   ア 家主が借家を修繕する場合 

       イ 親類縁者の相互扶助による場合 

       ウ 会社が自社所有の住家（寮、社宅、飯場等）を修繕する場合 

 

     ２ 修理の範囲 

      (1) 住家の被害の拡大を防止する緊急の修理 

        住家の屋根、外壁、建具（玄関、窓、サッシ等）について、日常生活に必要な最低限度の部分の修理を行うまで 

の間、雨水の浸入等を放置すれば住家の被害が拡大するおそれがある部分に限るものとする。 

      (2) 日常生活に必要な最小限度の部分の修理 

        日常生活に必要欠くことのできない部分（居室、炊事場、便所等）及び日常生活に欠くことのできない破損箇所 

（土台、床、壁、窓、戸、天井、屋根等）に限るものとする。 

 

     ３ 修理の期間 

      (1) 住家の被害の拡大を防止する緊急の修理 

        災害発生の日から 10日以内に完成させるものとする。 

      (2) 日常生活に必要な最小限度の部分の修理 

        災害発生の日から３月（災害対策基本法第２４条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法第２４条第１項 

に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置された災害にあって 

は、６月以内）以内に完成させるものとする。 

(3) 修理の期間の延長 

上記(1)、(2)の期間内に修理を完了できない特殊事情があるときは、知事（厚政課）は、内閣総理大臣に特別基 

準（期間延長）の協議を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の事務取扱

要領の改正に

伴う修正 
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現 行 修 正 案  備 考 

  第 12章 水防・消防、危険物等対策計画 

   第１節 水防活動計画 

    第１項 水防活動体制の確立 

     ２ 水防組織（３－１２－３） 

配備課所 業務内容 

砂防課 １ 公共土木施設（国土交通省所管）の被害の取りまとめに関すること。 

２ 土木防災情報システム（砂防系）に関すること。 

３ その他、砂防課所管業務の水防に関すること。 

河川課 １ 水防に関する指示の伝達に関すること。 

２ 雨量、水位の情報収集、通報及び状況判断に関すること。 

３ 水防警報、水防緊急対策及び技術指導に関すること。 

４ 洪水予報の実施、伝達に関すること。 

５ 氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）の伝達に関すること。 

６ 報道機関への水位情報・水防警報発表状況の情報提供に関すること。 

７ 土木防災情報システム（河川系）に関すること。 

８ ダムの操作に関すること。 

９ その他、河川課所管業務の水防に関すること。 

 

 

 

  第 16章 応急教育計画 

   第１節 文教対策 

    第２項 児童生徒等の安全対策 

     １ 応急対策 

      (2) 災害時の対応（３－１６－４） 

       ウ 校長は、状況に応じ県（教育庁各課・学事文書課）又は当該教育委員会と連絡の上、臨時 

休校等適切な措置をとる。 

なお、校長は休校を決定した場合は、速やかに教育委員会（県立大学及び私立学校にあって 

は、学事文書課）にその旨の報告を行い、市町教育委員会は、教育庁教育政策課に休校の状況 

を報告することとする。 

 

第 17章 ライフライン施設の応急復旧計画 

 第１節 電力施設 

  第２項 中国電力㈱・中国電力ネットワーク㈱ 

   ３ 災害応急対策（３－１７－３） 

事項 対応措置 

(3) 災害時における県へ 

 の情報伝達 

ウ 伝統系統図 

(ｱ) 山口支社及び県に災害対策室・本部が設置された場合 

 

中国電力（株）山口支社 

災害対策室広報班 

 ﾎｯﾄﾗｲﾝ ５１８０ 

 県災害対策本部 

   (産業労働部） 

  ﾎｯﾄﾗｲﾝ ２４５２ 
 

 

 

 

  第 12章 水防・消防、危険物等対策計画 

   第１節 水防活動計画 

    第１項 水防活動体制の確立 

     ２ 水防組織（３－１２－３） 

配備課所 業務内容 

砂防課 ① 公共土木施設（国土交通省所管）の被害の取りまとめに関すること。 

② 山口県土砂災害警戒情報システムに関すること。 

③ その他、砂防課所管業務の水防に関すること。 

河川課 ① 水防に関する指示の伝達に関すること。 

② 雨量、水位の情報収集、通報及び状況判断に関すること。 

③ 水防警報、水防緊急対策及び技術指導に関すること。 

④ 洪水予報の実施、伝達に関すること。 

⑤ 氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）の伝達に関すること。 

⑥ 報道機関への水位情報・水防警報発表状況の情報提供に関すること。 

⑦ 土木防災情報システムに関すること。 

⑧ ダムの操作に関すること。 

⑨ その他、河川課所管業務の水防に関すること。 

 

 

 

 第 16章 応急教育計画 

   第１節 文教対策 

    第２項 児童生徒等の安全対策 

     １ 応急対策 

      (2) 災害時の対応（３－１６－４） 

       ウ 校長は、状況に応じ県（教育庁各課・学事文書課）又は当該教育委員会と連絡の上、臨時 

休校等適切な措置をとる。 

なお、校長は休校を決定した場合は、速やかに教育委員会（県立大学及び私立学校にあって 

は、学事文書課）にその旨の報告を行い、市町教育委員会は、教育庁学校運営・施設整備室に 

休校の状況を報告することとする。 

 

第 17章 ライフライン施設の応急復旧計画 

 第１節 電力施設 

  第２項 中国電力㈱・中国電力ネットワーク㈱ 

   ３ 災害応急対策（３－１７－３） 

事項 対応措置 

(3) 災害時における県へ 

 の情報伝達 

ウ 伝統系統図 

(ｱ) 山口支社及び県に災害対策室・本部が設置された場合 

 

中国電力（株）山口支社 

災害対策室広報班 

 県庁内線 ５１８０ 

 県災害対策本部 

   (産業労働部） 

  県庁内線 ２４５２ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案  備 考 

  第 18章 公共施設等の応急復旧計画 

   第１節 公共土木施設 

    第１項 実施機関、応急措置及び応急復旧対策 

     １ 道路・橋梁 

      (1) 災害時の応急措置（３－１８－３） 

実施機関名 応急措置 

西日本高速道路 

株式会社 

エ 地震発生時における交通規制の基準は、概ね次により行う。 

道路構造等 指標 速度規制協議 通行止 

一般的な構造を有

する区間 

計測震度 

（震度階級） 

４．０以上 

５．０未満 

（震度４以上） 

５．０以上 

（震度５強以上） 

注意が必要な箇所

を有する区間（※） 

計測震度 

（震度階級） 

４．０以上 

４．５未満 

（震度４以上） 

４．５以上 

（震度５弱以上） 

※山口県の高速道路（R2.2.28現在） 

道路名称 区間 

中国道 美祢～美祢西 
 

 

 

   第３節 鉄道施設 

    第３項 応急復旧 

     １ 西日本旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社（３－１８－１５） 

      図中 アマチュア無線技師 

 

 

 第 19章 広域消防応援・受援に係る計画 

   第２節 山口県緊急消防援助隊受援計画 

    第７項 その他 

     １ 情報共有（３－１９－１１） 

       (1) 調整本部、指揮支援本部及び指揮本部は、緊急消防援助隊動態情報システム、支援情報共有ツール、ヘリコプ 

ター動態管理システム等を積極的に活用し、緊急消防援助隊等との情報共有に努めるものとする。特に、緊急消 

防援助隊動態情報システム及び支援情報共有ツールを活用し、被害状況や活動状況を撮影した動画及び静止画の 

共有に努めるものとする。 

     12 情報共有（３－１９－１６） 

       被災地へ出動する緊急消防援助隊は、緊急消防援助隊動態情報システム及び支援情報共有ツールを活用し、被災 

地に向かう途上の道路情報、給油情報等について情報共有に努めるものとする。 

 

 

  

  第 20章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

   第５節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項 

    第３項 避難対策等（３－２０－１０） 

     ７ 県は、居住者等が津波来襲時に的確な避難を行うことができるよう、津波避難に関する意識啓発のための対策を

実施する。 

 

 

  第 18章 公共施設等の応急復旧計画 

   第１項 実施機関、応急措置及び応急復旧対策 

     １ 道路・橋梁 

      (1) 災害時の応急措置（３－１８－３） 

実施機関名 応急措置 

西日本高速道路 

株式会社 

エ 地震発生時における交通規制の基準は、概ね次により行う。 

道路構造等 指標 速度規制協議 通行止 

一般的な構造を有

する区間 

計測震度 

（震度階級） 

４．０以上 

５．０未満 

（震度４以上） 

５．０以上 

（震度５強以上） 

（削除） 

 

 

   

 

 

 

 

 

第３節 鉄道施設 

    第３項 応急復旧 

     １ 西日本旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社（３－１８－１５） 

      図中 アマチュア無線技士 

 

 

第 19章 広域消防応援・受援に係る計画 

   第２節 山口県緊急消防援助隊受援計画 

    第７項 その他 

     １ 情報共有（３－１９－１１） 

       (1) 調整本部、指揮支援本部及び指揮本部は、緊急消防援助隊動態情報システム、ヘリコプター動態管理システム等 

を積極的に活用し、緊急消防援助隊等との情報共有に努めるものとする。特に、緊急消防援助隊動態情報システムを 

活用し、被害状況や活動状況を撮影した動画及び静止画の共有に努めるものとする。 

 

 12 情報共有（３－１９－１６） 

       被災地へ出動する緊急消防援助隊は、緊急消防援助隊動態情報システムを活用し、被災地に向かう途上の道路情報、 

給油情報等について情報共有に努めるものとする。 

 

 

 

  第 20章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

   第５節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項 

    第３項 避難対策等（３－２０－１０） 

     ７ 県は、居住者等が津波襲来時に的確な避難を行うことができるよう、津波避難に関する意識啓発のための対策を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事完了に伴
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表現の適正化 
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表現の適正化 
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現 行 修 正 案  備 考 

    第６項 交通対策（３－２０－１２） 

     １ 道路 

       県公安委員会及び道路管理者は、津波来襲のおそれがあるところでの交通規制、避難路についての交通規制の内

容を、広域的な整合性に配慮しつつ、あらかじめ計画し周知するものとする。 

 ２ 海上及び航空 

(1) 徳山・広島・門司海上保安部及び港湾管理者は、海上交通の安全を確保するための必要に応じた船舶交通の制 

限及び津波による危険が予想される地域から安全な海域へ船舶を退避させる等、必要な措置を実施するものとす 

る。 

(2) 空港管理者は、津波の来襲するおそれがある場合、速やかに飛行場の閉鎖を行うとともに、利用者に対し、津 

波の来襲のおそれがある旨を周知する。 

 

 

 

第４編 復旧・復興計画 
 第１章 復旧・復興活動計画 

第１節 県の活動体制 

  第４項 班の編成及び所掌事務（４－１－７） 

部 班 担当課 部の所掌事務 地方機関 

農林水産 

対策部 

漁港漁村 漁港漁場 

整備課 

27  漁港関係施設の被害状況調査及び復旧・復興対策

に関すること。 

28  救援物資の荷揚げ場所としての漁港施設の確保あ

っせんに関すること。 

29  市町の漁港関係施設の復旧・復興対策への支援に

関すること。 

（追加） 

土木建築 

対策部 

河川 河川課 ７  河川及び国土交通省水管理・国土保全局所管の海

岸に係る被害状況調査及び復旧・復興対策並びに二

次災害の防止に関すること。 

８  ダム施設の被害状況調査及び復旧・復興対策並び

に二次災害の防止に関すること。 

ダム管理事務所 

錦川総合開発事務

所 

 

  第３章 公共施設の災害復旧・復興計画 

   第２節 災害復旧事業の推進 

    第１項 災害復旧事業の種別（４－３－２） 

     １ 公共土木施設災害復旧事業 

      (1) 河川 

(2) 海岸 

(3) 砂防設備 

(4) 林地荒廃防止施設 

(5) 地すべり防止施設 

(6) 急傾斜地崩壊防止施設 

(7) 道路 

(8) 港湾 

(9) 漁港 

(10)下水道 

(11)公園 

 

    第６項 交通対策（３－２０－１２） 

     １ 道路 

       県公安委員会及び道路管理者は、津波襲来のおそれがあるところでの交通規制、避難路についての交通規制の内容

を、広域的な整合性に配慮しつつ、あらかじめ計画し周知するものとする。 

 ２ 海上及び航空 

(1) 徳山・広島・門司海上保安部及び港湾管理者は、海上交通の安全を確保するための必要に応じた船舶交通の制 

限及び津波による危険が予想される地域から安全な海域へ船舶を退避させる等、必要な措置を実施するものとす 

る。 

(2) 空港管理者は、津波の襲来するおそれがある場合、速やかに飛行場の閉鎖を行うとともに、利用者に対し、津 

波の襲来のおそれがある旨を周知する。 

  

 

 

第４編 復旧・復興計画 
 第１章 復旧・復興活動計画 

第１節 県の活動体制 

  第４項 班の編成及び所掌事務（４－１－７） 

部 班 担当課 部の所掌事務 地方機関 

農林水産 

対策部 

漁港漁村 漁港漁場 

整備課 

27  漁港関係施設の被害状況調査及び復旧・復興対策

に関すること。 

28  救援物資の荷揚げ場所としての漁港施設の確保あ

っせんに関すること。 

29  市町の漁港関係施設の復旧・復興対策への支援に

関すること。 

農林水産事務所 

下関水産振興局 

土木建築 

対策部 

河川 河川課 ７  河川及び国土交通省水管理・国土保全局所管の海

岸に係る被害状況調査及び復旧・復興対策並びに二

次災害の防止に関すること。 

８  ダム施設の被害状況調査及び復旧・復興対策並び

に二次災害の防止に関すること。 

ダム管理事務所 

（削除） 

 

第３章 公共施設の災害復旧・復興計画 

   第２節 災害復旧事業の推進 

    第１項 災害復旧事業の種別（４－３－２） 

     １ 公共土木施設災害復旧事業 

      (1) 河川 

(2) 海岸 

(3) 砂防設備 

(4) 林地荒廃防止施設 

(5) 地すべり防止施設 

(6) 急傾斜地崩壊防止施設 

(7) 道路 

(8) 港湾 

(9) 漁港 

(10)水道 

(11)下水道 

(12)公園 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案  備 考 

     ２ 農林水産業施設災害復旧事業 

３ 都市災害復旧事業 

４ 水道施設災害復旧事業 

５ 社会福祉施設災害復旧事業 

６ 公立学校災害復旧事業 

７ 公営住宅災害復旧事業 

８ 公立医療施設災害復旧事業 

９ その他の災害復旧事業 

 

 

 

 

 

   第５項 災害復旧事業に係る資金の確保（４－３－３） 

     １ 国庫負担又は補助 

法律又は予算の範囲内において、国が全部又は一部を負担し又は補助して行われる災害復旧事業の関係法令とし 

ては、次のとおり。 

  (1) 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

  (2) 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

  (3) 公営住宅法 

  (4) 土地区画整理法 

  (5) 海岸法 

  (6) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

  (7) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

  (8) 予防接種法 

  (9) 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 

  (10)都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針及び都市災害復旧事業事務取扱方針について（昭和 37年          

8月 14日建設省都市局長通達) 

  (11)生活保護法 

  (12)児童福祉法 

  (13)身体障害者福祉法 

  (14)知的障害者福祉法 

  (15)売春防止法 

  (16)老人福祉法 

      (17)水道法 

      (18)上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助金交付要綱 

      (19)下水道法 

(20)災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱 

(21)廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金交付要綱 

(22)と畜場等災害復旧費補助金交付要綱 

(23)社会福祉施設災害復旧費国庫負担（補助）の協議について(昭和 59年 9月 7日厚生省社会局長･ 

児童家庭局長通知) 

     ２ 農林水産業施設災害復旧事業 

３ 都市災害復旧事業 

４ 社会福祉施設災害復旧事業 

５ 公立学校災害復旧事業 

６ 公営住宅災害復旧事業 

７ 公立医療施設災害復旧事業 

８ その他の災害復旧事業 

９ （削除） 

 

 

 

 

 

    第５項 災害復旧事業に係る資金の確保（４－３－３） 

     １ 国庫負担又は補助 

法律又は予算の範囲内において、国が全部又は一部を負担し又は補助して行われる災害復旧事業の関係法令とし 

ては、次のとおり。 

  (1) 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

  (2) 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

  (3) 公営住宅法 

  (4) 土地区画整理法 

  (5) 海岸法 

  (6) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

  (7) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

  (8) 予防接種法 

  (9) 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 

  (10)都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針及び都市災害復旧事業事務取扱方針について（昭和 37年          

8月 14日建設省都市局長通達) 

  (11)生活保護法 

  (12)児童福祉法 

  (13)身体障害者福祉法 

  (14)知的障害者福祉法 

  (15)売春防止法 

  (16)老人福祉法 

      (17)水道法 

      (18)下水道法 

(19)災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱 

(20)廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金交付要綱 

(21)と畜場等災害復旧費補助金交付要綱 

(22)社会福祉施設災害復旧費国庫負担（補助）の協議について(昭和 59年 9月 7日厚生省社会局長･ 

児童家庭局長通知)  

      (23)（削除） 
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